
決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円200 地 域 福 祉 推 進 費 2,257,269 1,934,995 紀伊半島大水害からの復旧・復興［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 144,028千円健 康 福 祉 部 国 237,904 事 業 名 金 額 内 容企 画 管 理 室 負 66,075地 域 福 祉 課 使 10,853 紀 伊 半 島 大 水 害 千円 紀伊半島大水害に際し、県内市町村が実施した災害救助活動に要した経99,028保 険 指 導 課 財 11,009 に 伴 う 災 害 救 助 費を支弁寄 2,000繰 644,927 紀 伊 半 島 大 水 害 紀伊半島大水害により死亡した住民の遺族に災害弔慰金を支給した市町45,000諸 171 災 害 弔 慰 金 村に対する負担962,056前年度繰越分 前年度繰越分 東日本大震災への対応 72,560千円20,370 14,983当該年度分 当該年度分 事 業 名 金 額 内 容2,236,899 1,920,012 災害救 助法による 千円 東日本大震災により県内に避難してきた被災者に対して、被服、寝具、2,507救助に係る補助事業 その他生活必需品を給与又は貸付奈良県社会福祉協議会 宮城県内の災害ボランティアセンター運営支援のために派遣された社会5,289震災派 遣補助事業 福祉協議会職員に係る経費に対し、奈良県社会福祉協議会に補助東 日 本 大 震 災 東日本大震災の被災県からの要請を踏まえ、市町村が実施した災害救助64,764災害救 助費負担金 活動に要した経費について、被災県からの負担金を交付福祉の充実（福祉の充実）［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 福祉・介護サービスの人材の育成と定着 357,217千円事 業 名 金 額 内 容外国人介護福祉士受入 千円 経済連携協定に基づいて受け入れたインドネシア人介護福祉士候補者の2,570支 援 事 業 日本語研修を支援 ５施設 15名福祉・介護従事者の定着促進や若い世代の参入促進など総合的な福祉人材確保策を実施潜在的有資格者等養成支援事業 １養成校福祉人材の確保事業 介護福祉士等有資格者の再就業支援研修を実施30,612[ 一部障害者自立 ] 複数事業所連携事業 ４ユニット社会福祉法人の小規模事業者等が共同で求人活動、合同研修を実施職場体験事業 参加者数 178名福祉介護職に関心のある者に、福祉介護職場の体験機会を提供等



福祉人材センターの広報啓発、福祉人材の育成、福祉人材の確保等の事福祉 人材セン ター 業に補助8,803運 営 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度福祉人材センターの登録者数（名） 862 1,328 1,639社会福祉法人等と連携し、福祉・介護に関心の高い地域求職者を支援介護就労お助け事業 140,268 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度[ ふ る さ と 雇 用 ] 雇用人数（名） 44 71 66社会福祉施設職員退職 174,964 民間社会福祉施設職員等の退職手当金支給に要する費用の一部を補助手当 共 済 補 助 事 業２ 県民誰もが地域で安心して暮らすための施策の充実 188,997千円事 業 名 金 額 内 容千円 判断能力の不十分な高齢者に対し、生活指導員を派遣日常生活自立支援事業 20,818 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度福祉サービス利用を援助した件数（件） 59 62 65高齢又は障害を有する矯正施設退所予定者の社会復帰を支援するため、地域生活定着支援センターを設置・運営 平成23年４月開始地域生活定着支援事業 16,558 退所予定者の福祉サービス等利用の調整実績開始18件、終了12件、継続支援６件民生委員・児童委員に対して、活動を円滑に実施するため研修等を実施民生委員活動への負担金、民生委員研修会開催事業への補助、民生委員民 生委員関係 事 業 151,621 手帳の作成・購入成 果 指 標 21年度 22年度 23年度研修受講者数（名） 1,513 1,428 1,519生活・就労・住宅等の支援 212,745千円事 業 名 金 額 内 容千円 生活保護受給者に対し、就労支援を行う就労支援員を福祉事務所に配置生活保護就労支援事業 32,230 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度[ 緊 急 雇 用 ] 就労支援員配置者数（名） － 7 13



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容住宅手当緊急特別 千円 離職者が就職活動を安心して行うことができるよう住宅費を給付措 置 事 業 61,233 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度[ 緊 急 雇 用 ] 住宅手当支給決定者数（名） 82 234 197生活福祉資金相談支援 県及び市町村社会福祉協議会の生活福祉資金相談員配置費用に対する補体制充実補助事業 59,641 助[ 緊 急 雇 用 ] 補助先 県社会福祉協議会緊急雇用創出事業臨時 失業者に対するセーフティネットとして、住居費の援助や就労支援を行59,641特 例 基 金 積 立 金 うための基金の積立て202 保 険 事 業 費 26,690,092 26,301,622 【国民健康保険事業に関する参考指標】 （平成24年３月31日現在）(保 険 指 導 課) 国 119,462 保険者数 保 険 給 付 状 況負 115,000 総 市 組 被 保 険 保険料（税）財 2,791 世 帯 数 加入割合 加入割合 その他の町 者 数 給 付 額 計 調 定 額繰 908,000 給 付 額数 村 合25,156,369 世帯 ％ 名 ％ 千円 千円 千円 千円41 39 2 214,341 37.44 386,155 27.76 90,465,021 792,915 91,257,936 43,500,216「国民健康保険事業状況報告」福祉の充実（福祉の充実）［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 国民健康保険対策 10,258,883千円事 業 名 金 額 内 容国 民 健 康 保 険 千円 国民健康保険に対する都道府県財政調整交付金5,558,551財 政 調 整 交 付 金 給付費等の７％国保の基盤安定を図るための軽減保険料（税）に対する助成等国 民 健 康 保 険 3,814,619 保険基盤安定化事業 3,553,893千円基 盤 安 定 化 事 業 保険者支援事業 260,726千円国 民 健 康 保 険 国保運営安定化を図るための高額医療費共同事業への拠出に対する助成高額医療費共同事業 747,149 対象医療費 80万円超財 政 助 成 事 業



国 民 健 康 保 険 市町村国保が生活習慣病対策のための特定健診等を実施する費用に対す特 定 健 康 診 査 ・ 135,009 る助成特定保健指導負担金奈良県市町村国民健康 国民健康保険広域化等支援方針に基づき、広域化に向けた環境整備を行3,555保険のあり方検討事業 うための検討【後期高齢者医療制度に関する参考指標】 （平成24年３月31日現在）被保険者数 保険給付状況 保険料賦課額65～74歳 75歳以上 療養給付費 療養費等 計名 名 名 千円 千円 千円 千円163,234 4,538 158,696 126,181,036 7,860,070 134,041,106 10,354,457「国民健康保険事業状況報告」２ 後期高齢者医療対策 13,898,517千円事 業 名 金 額 内 容千円 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者（75歳以上及び65歳以上の政令で定める障害のある者）の医療費等の給付後 期 高 齢 者 医 療 10,970,023 定率公費負担 10,484,339千円給 付 事 業 80万円超の高額医療費の公費負担 482,632千円旧老人保健法に基づく医療費等給付（平成20年３月分まで） 3,052千円低所得者に対する保険料の軽減分を公費負担 1,654,060千円後期高齢者医療保険 1,658,196 医療費の低い市町村の被保険者に対して課す不均一保険料との差額を公基 盤 安 定 化 事 業 費負担 4,136千円保険料の収納リスクや見込み以上の医療給付費の増加に対応するための後期高齢者医療財政 1,254,963 基金の積立て 346,963千円安 定 化 基 金 事 業 保険料増加抑制のための交付金を交付 908,000千円後期高齢者 保 険料 健診経費の一部を助成することにより、保険料の上昇を抑制し、後期高9,000負 担軽減補 助 事 業 齢者の負担を軽減後期高齢者医療広域 高齢者の状況に応じた健康づくりの取組方策の研究及び地域ごとの指導6,335連合機能強化支援事業 ・普及啓発について、県と広域連合が共同で実施



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ３ 福祉医療対策 2,079,695千円事 業 名 金 額 内 容千円 対象 １歳以上の心身障害者で後期高齢者医療制度非加入者心 身 障 害 者 626,712 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度医 療 費 助 成 事 業 受給者数（名） 10,084 10,209 10,363対象 後期高齢者医療制度に加入の心身障害者又はひとり親家庭の親等重度心身障害老人 432,716 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度等医療費助成 事業 受給者数（名） 11,290 11,273 11,235対象 ０歳～就学前の者乳幼児医療費助成事業 711,938 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度受給者数（名） 63,252 62,350 61,677対象 ひとり親家庭の親等と18歳到達後最初の3月31日までの児童ひ と り 親 家 庭 等 父子家庭の父子等にも対象を拡大（平成23年８月～）303,274医 療 費 助 成 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度受給者数（名） 27,125 27,022 28,011ひとり親家庭等医療費助成事業の父子家庭への対象拡大に伴う市町村の父子医療費助成市町村 5,055 システム改修に要する経費を助成システム改修補助事業 補助先 奈良市外34市町村202 健 康 づ く り 推 進 費 184,179 161,532 健康づくりの推進［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］ 81,837千円(健康づくり推進課) 国 34,616 事 業 名 金 額 内 容手 138繰 65,606 千円 健康長寿文化の醸成を図るための取組を実施越 4,962 健康づくりモデル事業の展開 香芝市、斑鳩町、明日香村、大淀町諸 216 健康長寿文化づくり 各地域ごとにテーマを設定し、地域に根ざした事業を展開 55,994 推 進 事 業 健康づくり推進大会の開催37,266前年度繰越分 前年度繰越分 [一部安心こども ] 平成24年１月15日 奈良県産業会館 加藤みどり氏の講演会4,962 4,962 [ 一 部 緊 急 雇 用 ] テーマ「楽しく、美しく、年齢をとろう」 参加者数 350名当該年度分 当該年度分 健康長寿基礎調査の実施 対象 11,400名179,217 156,570 県民健康・栄養調査の実施 対象 952世帯



職場の健康づくり連携強化の推進協会けんぽ奈良支部との連携・協力な ら 健 康 長 寿 健康長寿情報の総合サイト「すこやかネットなら」（平成24年１月16日ポータルサイト事業 10,783 開設）を構築し、健康長寿に関する情報の収集と効果的な発信を実施[ 緊 急 雇 用 ] サイト全体の延べ訪問数 2,228件子どもの健康づくり たばこ・食生活・生活習慣について正しい知識を普及するためのＤＶＤ応 援 事 業 21,266 を作成[ 安 心 こ ど も ] 1,050枚作成 県内全小学校５・６年生の学級に配付健康ウォーキングポイント制（ウォーキングマイレージ）の実施参加者数 13,265名健康ウォーキング事業 1,216 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度マイレージ登録事業数（事業） 57 74 63食育推進計画策定事業 新たな奈良県食育推進計画の策定4,914[ 緊 急 雇 用 ] 計画期間 平成24年度～平成28年度「父の日、母の日」健診キャンペーン等事業 県内７カ所健診受診促進 事業 1,750 がん検診受診率向上のためのチラシを特定健診受診券に同封「奈良県がんと向き合う日」キャンペーンの実施平成23年10月10日 イオンモール橿原がん検診等推進事業 1,714 チラシ・ウェットティッシュ配布 参加者数 5,300名がん予防対策推進委員会開催 ３回子宮頸がん予防に関する普及啓発子宮頸がん予防対策 352 リーフレットの作成・配布 60,000部推 進 事 業 配付対象者 小学校６年生～高校１年生の女子生徒インターネットを利用した個別禁煙指導や禁煙のための情報を提供参加者同士の交流による禁煙の推進禁煙マラソン推進事業 2,576 講習会参加者数 696名（県内13事業所）成 果 指 標 21年度 22年度 23年度禁煙マラソン参加者数（名） － － 48



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円206 障 害 福 祉 対 策 費 8,484,177 8,252,117 【障害者（児）福祉施策に関する参考指標】(障 害 福 祉 課) 国 1,028,030 身体障害者手帳交付状況 （平成24年３月31日現在）負 941 区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計財 3,923 名 名 名 名 名 名 名視 覚 1,680( 17) 1,353( 4) 344( 2) 453( 8) 655( 6) 545( 2) 5,030( 39)繰 1,326,546 聴 覚 平 衡 機 能 543( 4) 1,409( 87) 821( 36) 1,144( 20) 24( 1) 1,976( 54) 5,917( 202)越 631,212 言語そしゃく機能 32( 0) 40( 0) 368( 3) 206( 17) － － 646( 20)諸 117,442 肢 体 不 自 由 6,249(288) 6,420(135) 7,391( 75) 10,616( 38) 3,535( 33) 1,659( 13) 35,870( 582)5,144,023 内 部 機 能 9,130(143) 248( 8) 3,005( 94) 4,069( 49) － － 16,452( 294)前年度繰越分 前年度繰越分 計 17,634(452) 9,470(234) 11,929(210) 16,488(132) 4,214( 40) 4,180( 69) 63,915(1,137)646,612 646,612 （注）( )内は、18歳未満児で内数 「障害福祉課調べ」当該年度分 当該年度分7,837,565 7,605,505 療育手帳交付状況 （平成24年３月31日現在）翌年度へ繰越 区 分 Ａ（重度） Ｂ（中軽度） 計18,313 18 歳 未 満 939名 1,928名 2,867名18 歳 以 上 3,669名 3,117名 6,786名計 4,608名 5,045名 9,653名「障害福祉課調べ」障害者（児）福祉施設の状況 （平成24年３月31日現在）区 分 知的障害者施設 身体障害者施設 障害者支援施設 障害児施設 計施 設 数 2カ所 1カ所 28カ所 12カ所 43カ所定 員 90名 52名 1,534名 679名 2,355名利 用 人 員 101名 52名 1,456名 538名 2,147名「障害福祉課調べ」福祉の充実（福祉の充実）［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 福祉サービスの人材・施設・在宅ケアの充実事 業 名 金 額 内 容千円 障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、特別対策を実施事業者に対する運営の安定化等を図る措置障 害 者 自 立 支 援 事業運営安定化事業、通所サービス利用促進事業等特 別 対 策 事 業 1,192,664 新法への移行等のための円滑な実施を図る措置[ 障 害 者 自 立 ] 小規模作業所緊急支援事業、デイサービス事業緊急移行支援事業等福祉・介護人材の処遇改善を図る措置



２ 地域で安心してくらし、働ける体制の整備事 業 名 金 額 内 容千円 総合相談支援体制整備事業各圏域に圏域マネージャーを配置して、圏域内の相談支援事業所及び地域自立支援協議会への助言指導を実施障 害 者 相 談 支 援 24,014 障害児等療育相談事業体 制 整 備 事 業 専門性の高い相談に対し、広域的な支援を実施成 果 指 標 21年度 22年度 23年度地域自立支援協議会設置市町村割合（％） 90 90 98３ 地域生活基盤の整備 3,898,886千円事 業 名 金 額 内 容千円 居宅介護、行動援護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援、児童デイサービス、短期入所、療養介護、生活介護、施設入所支援、障 害 者 自 立 支 援 サービス利用計画作成2,433,983介 護 給 付 事 業 上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担成 果 指 標 21年度 22年度 23年度介護給付事業指定事業者数（事業者） 903 966 1,205就労継続Ａ型、Ｂ型、自立訓練、就労移行支援、共同生活援助、共同生活介護障 害 者 自 立 支 援 677,131 上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担訓 練 等 給 付 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度訓練等給付事業指定事業者数（事業者） 151 164 188障害者の自立と社会参加促進を目的とする市町村事業に対する助成市 町 村 地 域 生 活 243,148 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度支 援 事 業 市町村実施事業数（事業） 38 38 38障害者グループホームの整備に対する補助障害者グループホーム 補助先 （福）橿原ふれあいの里福祉会、（福）泰久会（施設整備）等 整 備 事 業 56,351 （福）大和郡山育成福祉会（大規模改修）[ 一部障害者自立 ] （福）ひまわり、（福）萌（改修）



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容障 害 者 ト ー タ ル 千円 障害者のライフステージに応じた総合的な支援サポート体制構築事業 548 障害者トータルサポート推進委員会の設置[ 障 害 者 自 立 ] 相談支援の実態・課題把握、相談支援に関する評価手法の検討・実施18歳以上の身体障害者手帳所持者が障害の程度を軽減もしくは改善する自 立 支 援医療事 業 399,881 医療を受けた場合に市町村が行う医療給付に対する県負担負担区分 国1／2直接 県1／4 市町村1／4発達障害者支援センター運営事業発達障害者支援センターの運営 設置場所 仔鹿園発達障害者支援事業 27,053 発達障害者支援体制整備検討委員会開催[一部ふるさと雇用] 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度相談件数（件） 2,383 2,603 2,759病気や事故により脳に障害を受け、日常生活に大きな支障のある高次脳機能障害者への支援高 次 脳 機 能 障 害 高次脳機能障害支援センターの運営支 援 事 業 11,234 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度[一部ふるさと雇用] 高次脳機能障害支援センターの相談件数（件） 1,562 1,836 2,089重症心身障害児（者）ケアの充実に向けた支援重症心身障害児施設への看護師確保コーディネーター設置重症心身障害児（者） 在宅重症心身障害児（者）支援のための医療ネットワーク構築会議の1,764医療ケア推進事業 開催 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度医療ネットワーク構築会議参画数（機関） － 22 22在宅の重症心身障害児（者）に対し、通園の方法による日常生活動作、運動機能訓練等を実施重症心身障害児（者） 実施施設 東大寺整肢園、国立病院機構やまと精神医療センター、42,526通 園 事 業 吉野学園成 果 指 標 21年度 22年度 23年度月平均利用者数（名） 20 20 20



福祉作業所の運営助成実施主体 市町村心 身 障 害 者 通 所 1,774 補 助 先 天理市、橿原市（各１作業所）援 護 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度補助対象施設数（施設） 11 5 2福祉サービス及び相談支援の質の向上を図るための必要な人材の育成相談支援従事者研修事業 研修修了者数 228名障害程度区分認定調査員等研修事業 研修修了者数 57名人 材 育 成 事 業 2,075 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度相談支援従事者研修課程累積修了者数（名） 1,546 1,721 1,949障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス及び指定相談支援にお障 害 者 自 立 支 援 ける事業所登録情報の管理1,418推 進 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度指定事業所の登録サービス件数（件） 1,137 1,216 1,470４ 障害者の社会参加促進事 業 名 金 額 内 容千円 障害者社会参加総合推進事業団体委託手話通訳者等養成事業、視覚障害者情報支援事業、障害者110番事業、中途失明者等生活訓練事業、障害者社会参加総合 31,060 奈良県障害者スポーツ大会開催事業（４月～５月にかけて実施）、推 進 事 業 全国障害者スポーツ大会選手団派遣事業（10月22日～24日 山口県）等成 果 指 標 21年度 22年度 23年度登録手話通訳者数（名） 110 117 126５ 福祉サービスの人材・施設・在宅ケアの充実事 業 名 金 額 内 容障 害 者 福 祉 施 設 千円 障害者支援施設の整備に対する補助73,796整 備 事 業 補助先 （福）鳳雛会（創設）、（福）万葉荘園（大規模修繕）



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ６ 施設訓練等の支援 1,572,274千円事 業 名 金 額 内 容千円 心身障害者施設の利用者を施設において支援する給付費等及び心身障害心身障害者（児）施設 児施設の入通所児を保護、育成するための措置費及び給付費1,552,968運 営 費 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度心身障害者施設及び障害児施設数（施設） 37 30 25障害者自立支援法に基づく就労移行支援、就労継続支援等の新事業への移行に必要な設備整備等に対する補助障 害 者 就 労 訓 練 19,306 補助先 （福）史明会、（福）鳳雛会、（福）心境荘苑 ほか設 備 等 整 備 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度補助対象施設数（施設） 8 6 7212 総 合 リ ハ ビ リ 509,672 497,615 総合リハビリテーションセンター・福祉パークの管理テーションセンター費 国 126,779 事 業 名 金 額 内 容(障 害 福 祉 課) 使 4,419手 7,980 千円 指定管理者への運営委託財 352 指定管理者 （福）奈良県社会福祉事業団繰 10,950 総 合 リ ハ ビ リ 指 定 期 間 平成23～27年度諸 48 テーションセンター・ 497,615 病院部門（診療10科100床）、施設部門（４部門）、起 124,200 福祉パーク管理事業 県営福祉パーク（福祉住宅体験館を含む）の運営 222,887 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度前年度繰越分 前年度繰越分 延べ患者数（入院・外来）（名） 80,350 82,621 84,63764,300 52,244当該年度分 当該年度分445,372 445,371



214 長 寿 社 会 対 策 費 18,584,132 17,681,724 【高齢者福祉対策に関する参考指標】地 域 福 祉 課 国 36,059 高齢者の現況 （平成23年10月１日現在）長 寿 社 会 課 手 5,137 県 人 口 高 齢 者 人 口（県人口に占める割合）財 20,648 65歳以上 336,802名 （23.77％）1,417,092名繰 3,933,449 75歳以上 159,410名 （11.25％）越 403,085 「統計課調べ」諸 19,979 要介護（要支援）認定者数 （平成24年３月31日現在）起 438,800 区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計12,824,567 第１号被保険者 8,193名 9,703名 9,089名 10,351名 7,899名 6,514名 5,231名 56,980名前年度繰越分 前年度繰越分 第２号被保険者 153名 274名 225名 372名 253名 202名 222名 1,701名467,785 467,785 総 数 8,346名 9,977名 9,314名 10,723名 8,152名 6,716名 5,453名 58,681名当該年度分 当該年度分 「長寿社会課調べ」18,116,347 17,213,939翌年度へ繰越 入所施設及び通所・利用施設の現況 （平成24年３月31日現在）554,685 介 護 老 人 高 齢 者介 護 老 人 介護療養型 養 護 軽 費 有 料区 分 福 祉 施 設 ケアハウス 生 活 福 祉保 健 施 設 医 療 施 設 老人ホーム 老人ホーム 老人ホーム（特 養） セ ン タ ー施 設 数 77カ所 40カ所 11カ所 12カ所 6カ所 33カ所 45カ所 2カ所定 員 5,690名 3,563名 865名 850名 320名 1,143名 2,847名 30名「長寿社会課調べ」指定介護サービス事業所の現況 （平成24年３月31日現在）居 宅 サ ー ビ ス訪問 訪問 訪問 通所 通所 短期 短期 特定 福祉 福祉 居宅介護区 分 計用具 用具 小計 支 援介護 入浴 看護 介護 リハ 生活 療養 施設 貸与 販売カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所事 業 所 数 516 38 82 380 66 91 54 40 147 161 1,575 512 2,087地域密着型サービス（市町村指定）区 分 夜間対応 認知症対応 小 規 模 グループ 小規模特養 計訪問介護 通 所 介 護 多 機 能 ホ ー ムカ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所事 業 所 数 1 30 30 103 1 165「長寿社会課調べ」



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 福祉の充実（福祉の充実）[「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題]１ 介護保険制度の着実な推進と介護サービスの人材確保・育成 14,064,208千円事 業 名 金 額 内 容千円 介護給付費の負担地域支援事業交付金財政安定化基金の管理・運用低所得利用者負担対策事業社会福祉法人による利用者負担額減免措置事業実施 奈良市外10市町村対象者数 102名介護保険制度推進事業保険者の指導小規模保険者の指導・支援第５期介護保険事業支援計画策定事業介護給付適正化推進事業ケアマネジメント等適正化推進事業事業者支援事業新規指定事業所説明会の実施 12回介護保険制度推進事業 13,907,373 介護サービス情報の公表事業[一部介護職員処遇] 指定情報公表センター １機関指定調査機関 ３機関指定介護職員処遇改善事業申請事業所数（サービス単位） 1,182事業所介護支援専門員、認定調査員等研修事業介護支援専門員実務研修 修了者数 275名介護支援専門員実務従事者基礎研修 修了者数 100名介護支援専門員更新（専門）研修 修了者数 369名介護支援専門員再研修 修了者数 76名主任介護支援専門員研修 修了者数 94名認定調査員研修 修了者数 473名主治医研修 修了者数 153名審査会委員研修 修了者数 29名成 果 指 標 21年度 22年度 23年度介護サービス施設・事業所数（事業所） 2,097 2,177 2,282



適切にたん吸引等の医療的ケアを行うことができる介護職員等を養成介 護 職 員 等 の 1,629 指導者養成講習への参加者数 11名たん吸引等の研修事業 施設等職員の研修受講者数 85名地域失業者の雇用及び資格取得の支援を居宅サービス事業所等に委託介護職員人材育成事業 77,460 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度[ 緊 急 雇 用 ] 雇用創出人数（名） － 48 64介護保険施設等が職員を研修に派遣するため必要な代替職員雇用を支援介護職員研修支援事業 77,746 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度[ 緊 急 雇 用 ] 雇用創出人数（名） 43 68 76２ 地域ケア体制整備に対する支援 21,138千円事 業 名 金 額 内 容千円 高齢者の相談・支援体制の中心となる地域包括支援センターの機能を強化するため、意見交換等を実施地域包括支援センター機能強化推進会議開催 ２回ワーキング会議開催 １回地 域 包 括 支 援 県・市町村地域包括支援センター運営強化検討会議1,445センター機能強化事業 市町村包括ケア担当者会議開催 １回吉野郡地域包括支援センター連絡会開催 １回地域包括支援センター長会議開催 １回地域包括支援センター職員研修 初任者研修 49名テーマ別研修 51名小規模多機能型居宅介護サービスを普及啓発し、社会的認知度を高めるとともに利用を促進小規模多機能型居宅介護利用促進事業試行的利用経費補助 利用者延べ数 174名小 規 模 多 機 能 型 9,766 小規模多機能型居宅介護事業所職員研修受講支援居宅介護普及促進事業 研修受講支援の助成 研修受講者 48名成 果 指 標 21年度 22年度 23年度小規模多機能型居宅介護事業所数（事業所） 13 17 30



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 医療や介護基盤等が整った地域等をモデルに、保健・医療・介護・福祉医 療 と 介 護 の の連携強化に向け、地域ケア会議を開催129連携システム構築事業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度地域ケア会議の開催回数（回） － 8 12在宅療養の環境の充実を図るため、訪問看護サービスの安定的な供給体制の維持・確保を支援訪問看護支援検討会議の開催 ２回広域対応訪問看護ネットワークセンター事業の実施委託先 奈良県訪問看護ステーション協議会訪問看護活動支援事業記録様式等の標準様式を作成モバイル端末等を活用した遠距離対応システムの構築訪問看護 支 援 事 業 9,798 医療材料等供給支援事業医療材料等を適切かつ円滑に利用者に届けるシステムの構築モデル地区における試行的実施（大和郡山市）普及啓発事業在宅医療推進フォーラムの開催 １回圏域別訪問看護ステーション連携会議の開催 ４回成 果 指 標 21年度 22年度 23年度訪問看護ステーション数（事業所） 70 78 82３ 在宅福祉の充実 14,814千円事 業 名 金 額 内 容千円 認知症高齢者が「住み慣れた地域で安心して暮らす」ことができるよう認知症に携わる専門職の支援及び県民に対する啓発の実施認知症ケアサポートの推進認知症サポート医養成研修 修了者数 ２名認 知 症 対 策 事 業 1,105 かかりつけ医研修 委託先 （社）奈良県医師会平成24年２月２日 修了者数 73名認知症高齢者やその家族との交流等による支援委託先 （社）認知症の人と家族の会奈良県支部



認知症サポーター養成事業サポーター養成講座の開催 養成者数 879名成 果 指 標 21年度 22年度 23年度県が行った認知症サポーター及びキャラバンメイトの養成数（名） 1,861 879 939県及び市町村の若年性認知症対策に資するための実態調査を実施若 年 性 認 知 症 実施期間 平成23年８月～平成24年２月実 態 調 査 事 業 11,299 調査対象 市町村、地域包括支援センター、施設・事業所（介護・障[ 緊 急 雇 用 ] 害）、医療機関 3,242カ所若年性認知症者の本人・家族 351名認知症の正しい知識の普及啓発、地域や関係機関との連携を図り、認知認 知 症 対 応 症の早期発見・診断や家族介護支援に向けたシステム構築を検討するた84ネットワーク構築事業 め、意見交換を実施認知症対応ネットワーク会議開催 １回介護保険対象サービスに直接従事する職員に対して認知症高齢者の処遇に関する研修を実施認知症介護実践研修事業修了者 実践者研修 203名実践リーダー研修 29名認知症介護研修事業 2,128 認知症対応型サービス事業開設者研修事業 修了者数 ７名認知症対応型サービス事業管理者研修事業 修了者数 65名小規模多機能サービス等計画作成担当者研修事業 修了者数 24名フォローアップ研修事業 養成者数 １名成 果 指 標 21年度 22年度 23年度実践者等養成研修修了者数（名） 359 323 329高齢者虐待防止に携わる専門職の支援及び県民に対する意識啓発の実施高齢者虐待対応力向上研修会の開催 参加者数 51名高齢者虐待防止事業 198 高齢者虐待防止研修会の開催 参加者数 93名成 果 指 標 21年度 22年度 23年度セミナー・研修等開催回数（回） 2 3 2



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ４ 老人福祉施設の整備・運営 3,105,494千円事 業 名 金 額 内 容千円 11施設 大和高田市 40名 和里 （○22～○23）大和郡山市 50名 あいの郷 （○22～○24）橿原市 50名 橿原の郷 （○21～○23）桜井市 48名 秀華苑 （○21～○23）生駒市 50名 （仮）萩の台ちどり （○23～○24）香芝市 50名 （仮）ぬくもり香芝 （○23～○24）特 別 養 護 老 人 658,300 宇陀市 30名 やまびこ （○21～○23）ホ ー ム の 整 備 田原本町 50名 しきの郷 （○22～○24）広陵町 50名 （仮）おきなの杜 （○23～○24）河合町 50名 大和の里 （○21～○23）吉野町 50名 柳光 （○21～○23）成 果 指 標 21年度 22年度 23年度特養入所定員（床） 5,256 5,362 5,690地域密着型介護老人福祉施設等の基盤整備、既存施設のスプリンクラー設備設置及び認知症高齢者グループホーム等の防災改修を促進小規模特別養護老人ホーム ２事業所グループホーム 49事業所介 護 基盤緊急整備 小規模多機能型居宅介護施設 13事業所特 別 対 策 事 業 1,283,474 認知症対応型デイサービス １事業所[ 介 護 基 盤 整 備 ] 短期入所施設 ２事業所介護予防拠点 １事業所成 果 指 標 21年度 22年度 23年度整備事業所数（事業所） 3 16 68地域密着型介護老人福祉施設等の開設準備経費を助成することにより、開設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制整備を支援施 設開設準備経 費 特別養護老人ホーム ８事業所助 成特別対 策 事 業 605,419 介護老人保健施設 ５事業所[ 介 護 職 員 処 遇 ] 小規模特別養護老人ホーム ２事業所グループホーム 10事業所小規模多機能型居宅介護施設 ９事業所



成 果 指 標 21年度 22年度 23年度助成事業所数（事業所） 3 18 34軽 費 老 人 ホ ー ム 軽費老人ホームの利用者から徴収すべき利用料のうち減免した額を助成558,301運 営 費 助 成 事 業 対象施設 23施設高齢者の生きがいづくりと社会参加の促進 315,978千円事 業 名 金 額 内 容千円 啓発普及情報誌の発行 年４回 15,000部／回スポーツ・健康・地域活動等促進組織づくり長寿と健康の祭典 平成23年９月15日高齢者美術展 平成23年８月25日～９月１日スポーツ文化・交流大会 グラウンド・ゴルフ外６種目全国健康福祉祭（熊本県） 平成23年10月14日～18日長寿社 会 推 進 事 業 34,120 指導者養成等まほろばシニアリーダーカレッジ 受講者数 61名シニア軽スポーツ普及員養成講座 受講者数 121名高齢者の人材活用シニアグループリーダー人材情報バンク成 果 指 標 21年度 22年度 23年度指導者養成講座受講者数（名） 830 752 758適正老人クラブ数 1,312クラブ（会員数 92,484名）老 人 ク ラ ブ 活 動 24,874 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度助 成 事 業 補助実施市町村数（市町村） 38 38 38高齢者が住み慣れた地域で生きがいを持って元気に過ごすため、地域での見守り機能を併せ持つ地域の居場所づくりを支援地域の居場所整備事業（居場所の整備、活動体制の構築） 223圏域地域の居場所づくり 256,984 地域の居場所づくり推進事業（ソフト事業） 35市町村推 進 事 業 地域の居場所づくりモデル事業 2市町村成 果 指 標 21年度 22年度 23年度地域の居場所整備事業（圏域） － － 223



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円216 子 育 て 支 援 対 策 費 8,116,645 7,333,024 【仕事と子育ての両立支援に関する参考指標】 （各年５月１日調査）(子 育 て 支 援 課) 国 1,628,088 年 度 21年度 22年度 23年度手 2,957 放課後児童クラブ登録児童数（奈良市含む） 10,094名 9,868名 10,175名財 3,113 「厚生労働省調べ」繰 368,804越 276,213 （平成24年３月１日現在）諸 220 区 分 保育所数 入所定員 入所現員 5,053,629 認 可 保 育 所 （ 公 立 ） 88カ所 9,684名 8,600名前年度繰越分 前年度繰越分 認 可 保 育 所 （ 私 立 ） 64カ所 8,668名 9,236名278,925 276,213 合 計 152カ所 18,352名 17,836名当該年度分 当該年度分 「福祉行政報告例」（奈良市除く）7,837,720 7,056,811 福祉の充実（子育て支援の充実）［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］翌年度へ繰越 １ 仕事と子育ての両立支援 2,206,015千円543,555 事 業 名 金 額 内 容千円 放課後児童クラブ運営費補助補助先 大和高田市外27市町村 補助対象クラブ数 173クラブ放 課 後 児 童 健 全 387,769 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度育 成 事 業 費 補 助 放課後児童クラブ数（奈良市含む）（カ所） 212 233 238放課後児童クラブ 放課後児童クラブ施設整備補助41,938施 設 整 備 費 補 助 補助先 橿原市外５市町 補助対象クラブ数 ９クラブ私立保育所に入所した乳幼児の保育にかかる経費を負担補助先 大和高田市外29市町村保 育 所 運 営 費 1,031,148 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度私立保育所月初日平均入所児数（名） 7,709 8,133 8,898障害児をより多く受け入れ、かつ、障害児に手厚いケアを実施する保育所に対する助成障 害 児 保 育 受 入 34,732 補助先 大和高田市外12市町促 進 事 業 費 補 助 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度実施保育所数（カ所） 35 35 35



保育を行う上で特に配慮が必要と認められる児童が多数入所している保育所に対し、入所児童の処遇向上のために保育士を加配する経費を補助補助先 大和高田市外12市町家庭支援推進 保育 25,550 研修の促進のため、必要な経費を補助事 業 費 補 助 補助先 奈良県人権保育研究会成 果 指 標 21年度 22年度 23年度家庭支援推進保育事業実施保育所数（カ所） 25 24 28看護師等により病児・病後児・体調不良児に対する一時預かりや緊急対応を実施する保育所等に対する助成病児・病後児保育 46,898 補助先 天理市外７市町事 業 費 補 助 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度実施保育所数（カ所） 14 14 16勤労形態の多様化等に伴う延長保育の需要に対応するため、民間保育所の開所時間（11時間）を超えた保育を行う保育所に対する助成延長保育事業費補助 231,186 補助先 大和高田市外21市町村成 果 指 標 21年度 22年度 23年度実施保育所数（カ所） － 58 63保育所等の緊急整備等に要する経費を助成安 心 子 育 て 支 援 補助先 奈良市外３町対 策 事 業 406,794 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度[ 安 心 こ ど も ] 実施保育所数（カ所） 4 18 5２ 地域における子育てサポートの充実事 業 名 金 額 内 容地域子育て創生事業 千円 地域の実情に応じた創意工夫のある子育て支援活動への助成199,083[ 安 心 こ ど も ] 補助先 奈良市外31市町村、ＮＰＯ法人おかえり 83事業



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ３ 少子化対策の推進 2,920,875千円事 業 名 金 額 内 容千円 子ども手当対 象 中学校修了までの児童を養育している父母等（平成23年２月～平成23年９月分）手当月額 児童１人当たり 13,000円子ども手当の給付 2,902,646 （平成23年10月～平成24年１月分）手当月額 児童１人当たり 10,000円３歳以上小学校就学前 第１・２子 5,000円第３子以降 10,000円中学生 10,000円次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備を図るための施策を展開奈良県こども・子育て応援県民会議の運営「なら結婚・子育て応援団」事業次 世 代 育 成 支 援 祖父母からのサポート推進事業対 策 推 進 事 業 9,858 母親力の向上事業[一部安心こども ] 地域における子育て支援の充実事業子育て支援ネットワークづくり事業成 果 指 標 21年度 22年度 23年度結婚と子育てを応援する企業・ＮＰＯの数（件） 699 742 715地域における子育てしやすい環境づくりの推進を支援子育て総合相談窓口の設置子育て支援サークル等の情報交流会開催子育て家庭サポート 8,371 子育てホームページの運営セ ン タ ー 事 業 アクセス件数 788,735件成 果 指 標 21年度 22年度 23年度子育てサークルの数（件） 304 304 221



母子家庭等に対する助成及び自立支援事 業 名 金 額 内 容千円 母子家庭等に対する手当の支給手当月額 全部支給 41,550円一部支給 41,540円～9,810円児童扶養手当給付事業 1,044,220 ２人目加算 5,000円３人目以降加算 3,000円成 果 指 標 21年度 22年度 23年度受給資格者数（名） 2,270 2,380 2,444児童福祉施設職員の資質の向上事 業 名 金 額 内 容千円 児童福祉施設職員の資質の向上を図るため、研修を実施児童福祉施設 職員 300 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度研 修 会 実 施 費 研修会等実施回数（回） 11 15 14218 児 童 保 護 費 1,802,975 1,694,284 【児童虐待対策に関する参考指標】 （各年３月31日現在）(こ ど も 家 庭 課) 国 689,423 年 度 21年度 22年度 23年度負 7,887 児童虐待相談件数（県こども家庭相談センター受付分） 639件 728件 972件繰 197,600 「福祉行政報告例」799,374 【要保護児童に関する参考指標】翌年度へ繰越 （平成24年３月１日現在）61,252 区 分 施 設 数 入所定員 入所現員児 童 養 護 施 設 6カ所 372名 317名乳 児 院 2カ所 50名 30名母 子 生 活 支 援 施 設 3カ所 80世帯 77世帯「福祉行政報告例」及び「奈良県調べ」



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 福祉の充実（子育て支援の充実）［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 児童虐待対策 170,251千円事 業 名 金 額 内 容千円 虐待対応専門「こども支援課」の運営、家族療法対応職員の配置虐待対応24時間体制の整備（中央こども家庭相談センター）児童虐待防止ネットワーク推進事業児童虐待防止支援事業 12,523 市町村等の要請に基づくスーパーアドバイスチーム等の派遣成 果 指 標 21年度 22年度 23年度児童虐待相談件数（件） 639 728 972奈良県虐待対策検討会における検討等を踏まえ、児童虐待防止に向けた各種の施策を展開医師、歯科医師、賃貸住宅管理会社を対象とした児童虐待対応マニュアルの作成及びマニュアル活用研修会の開催性的虐待対応、子育て支援プログラムの取得、関係機関の連携強化、児 童 虐 待 防 止 家庭訪問支援スキルの向上等児童虐待対応に関するテーマ別の支援者特 別 対 策 事 業 138,236 向け研修テキストの作成及び研修会の開催[ 安 心 こ ど も ] 事業所等への訪問啓発、テレビ等各種広告媒体を利用した啓発等の児童虐待防止啓発の強化未受診・未就園児把握促進、啓発等を実施する市町村に対する助成補助先 大和郡山市外７市町村成 果 指 標 21年度 22年度 23年度児童虐待相談件数（件） 639 728 972市町村、大学等におけるオレンジリボン・キャンペーンの実施児童虐待防止啓発事業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度3,000[ 安 心 こ ど も ] オレンジリボン・キャンペーン実施市町村数（件） 9 16 22地域に密着した子育て相談支援体制の充実児童家庭支援センター 児童家庭支援センターあすか、児童家庭支援センターてんり16,492運 営 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度相談件数（件） 756 824 727



２ 児童福祉施設の整備等 50,575千円事 業 名 金 額 内 容社会的養護拡充事業 千円 こども家庭相談センターにおける一時保護所入所児童の生活環境の改善13,075[ 安 心 こ ど も ] 及び相談機能の向上等のための備品整備等児 童 養 護 施 設 等 児童養護施設の耐震化整備に対する助成整 備 事 業 37,500 補助先 飛鳥学院[ 社会福祉耐震化 ]３ 要保護児童の増加への対応事 業 名 金 額 内 容千円 児童養護施設等に入所措置した要保護児童等の保護にかかる経費成 果 指 標 21年度 22年度 23年度児 童 保 護 措 置 費 1,380,573 児童養護施設等月初日平均入所児童数（名） 420 400 384218 家 庭 福 祉 対 策 費 316,701 217,904 母子家庭等に対する助成及び自立支援 132,391千円(こ ど も 家 庭 課) 国 29,335 事 業 名 金 額 内 容負 513繰 108,947 千円 母子家庭の母等の就業を促進するため、就業支援サービスを提供諸 3,800 就業支援事業、就業支援講習会等事業、就業情報提供事業、母子家庭等就業・自立 75,309 21,251 母子家庭地域生活支援事業、自立支援プログラム策定事業支 援 セ ン タ ー 事 業前年度繰越分 前年度繰越分 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度12,800 7,638 相談件数（件） 2,261 2,118 3,732当該年度分 当該年度分303,901 210,266 母子家庭等が一時的な生活援助や保育サービスを必要とする場合、家庭母 子 家 庭 等 生活支援員を派遣1,373生 活 支 援 事 業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度利用件数（件） 81 84 42母子家庭自 立 支 援 母子家庭の母の就業を促進するための支援給 付 金 事 業 104,953 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度[一部安心こども ] 高等技能訓練促進費受給者数（名） 13 14 24



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容ひとり親家庭支援事業 千円 地域との結びつきが弱く、引きこもりがち等、就職活動に至らない母子2,994[ 安 心 こ ど も ] 家庭の母について、戸別訪問による相談支援を実施回収困難な母子寡婦福祉資金等返還未収金債権に係る回収を民間の債権未収金対策強化事業 1,820 回収業者に委託220 女 性 支 援 対 策 費 25,443 19,477 くらしやすいまちづくり（人権を尊重した社会づくり）［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(女 性 支 援 課) 国 3,709 男女がともに参画する社会づくり 3,982千円繰 4,606 事 業 名 金 額 内 容諸 2011,142 千円 県民、事業者、民間団体、市町村、地域等が一体となって男女共同参画前年度繰越分 前年度繰越分 を推進するための県民会議を運営 総会 ２回男 女 共 同 参 画5,300 3,709 125 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度県 民 会 議 事 業当該年度分 当該年度分 県民会議構成団体等の男女共同参画推進20,143 15,768 実施事業数（件） 106 113 114女性に対する暴力の根絶に向けてフォーラムを開催し意識啓発を実施女 性 に 対 す る 開催日 平成23年11月29日 場所 社会福祉総合センター148暴力防止対策 事業 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度フォーラム参加者の満足度（％） 94 97 96ＤＶ被害防止等の啓発のため、県民向けカード、冊子を作成・配布ＤＶ防止啓発素材等 ＤＶ相談機関周知啓発カード 100,000部3,709作 成 配 布 事 業 高校生のためのしない、されないデートＤＶ 48,000部もっとかがやけあなたの未来（中学生向け） 33,000部雇用対策の推進［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］女性の就労支援 8,952千円事 業 名 金 額 内 容子 育 て 女 性 千円 子育て女性就職相談窓口の設置・運営 相談件数 736件就 職 支 援 事 業 6,588 再就職を支援するためのセミナーの実施[一部安心こども ] 仕事と家庭の両立応援講座 実施回数 ２回 受講者数 27名



県内事業所で働く女性を対象とした官民合同セミナーの実施キ ャ リ ア ア ッ プ 開 催 日 平成23年11月2日・17日・24日セ ミ ナ ー 事 業 2,364 場 所 奈良県自治研修所[ 安 心 こ ど も ] 受講者数 39名（企業等 16名、市町村等 11名、県 12名）222 精 華 学 院 費 455,479 441,085 精華学院の整備(こ ど も 家 庭 課) 国 113,403 事 業 名 金 額 内 容負 571繰 125,664 千円 本館・寮等工事 192,956千円諸 19,930 精華学院整備事 業 212,360 仮設寮設置 11,250千円 181,517 環境整備工事 8,154千円前年度繰越分 前年度繰越分32,364 32,364当該年度分 当該年度分423,115 408,721222 こ ど も 家 庭 535,032 513,954 女性相談保護対策等の充実 37,375千円相 談 セ ン タ ー 費 国 31,922 事 業 名 金 額 内 容(こ ど も 家 庭 課) 繰 65,488416,544 千円 中央こども家庭相談センターにおける女性一時保護及び生活指導女性相談対策 事業 25,451 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度ＤＶによる一時保護件数（件） 108 114 91心理担当職員の設置、夜間相談窓口の運営ＤＶ被害者支援事業 7,115 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度ＤＶ相談件数（件） 1,165 1,051 1,040女性一時保護委託、ＤＶ被害者支援員の設置要援護家庭支援の推進 4,809 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度一時保護委託件数（件） 12 20 6



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 こども家庭相談センターの整備事 業 名 金 額 内 容中央こども家庭相談 千円 児童相談機能等の高度化・改善を図るため、こども相談棟を改築41,461セン ター整備事業 基本・実施設計224 女 性 セ ン タ ー 費 97,071 89,201 くらしやすいまちづくり（人権を尊重した社会づくり）［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］(女 性 支 援 課) 国 5,276 女性の能力開発と男女共同参画の推進 11,756千円繰 3,871 事 業 名 金 額 内 容諸 35879,696 千円 女性の活躍支援講座 受講者数 239名前年度繰越分 前年度繰越分 チャレンジモデルセミナー 受講者数 54名6,700 5,276 ＤＶ被害者支援を考える講座 受講者数 128名当該年度分 当該年度分 市町村男女共同参画行政担当職員研修会 受講者数 39名男女共同参画推進の90,371 83,925 891 男女共同参画いきいきサポーター養成講座 受講者数 95名ための人材活用事業 男女共同参画出前講座 受講者数 219名男性にとっての男女共同参画を考える講座 受講者数 59名成 果 指 標 21年度 22年度 23年度受講生の満足度（％） 99 99 99女性の様々な分野へのチャレンジを支援する週間イベントの開催開 催 日 平成24年３月１日～３日場 所 女性センター女性のチャレンジ 110 参加者数 106名応 援 事 業 内 容 講演、トーク、パネルディスカッション成 果 指 標 21年度 22年度 23年度受講生の満足度（％） 100 100 100女性相談窓口 相談件数 3,413件男性の電話相談窓口 相談件数 77件情 報 ・ 相 談 事 業 10,755 ホームページアクセス件数 19,452件成 果 指 標 21年度 22年度 23年度ＤＶ相談件数（件） 220 190 119



雇用対策の推進［「平成23年度 重点課題に関する評価」掲載課題］働く女性の支援事 業 名 金 額 内 容千円 働く女性の情報交換会 実施回数 ３回 応募者数 44名働く女性の支援講座等 実施回数 ８回 応募者数 415名働 く 女 性 の 3,136 女性のための就活塾 実施回数 ３回 応募者数 68名支 援 ・ 対 策 事 業 「はたらく女性応援サイトなら」 アクセス件数 4,667件相談窓口相談件数 878件228 扶 助 費 5,561,866 5,429,710 【生活保護に関する参考指標】 （各年度平均）(地 域 福 祉 課) 国 3,950,380 被 保 護 世 帯 及 び 人 員 の 数1,479,330 区 分 21年度 22年度 23年度世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員郡部 2,028世帯 2,853名 2,200世帯 3,081名 2,343世帯 3,292名市部（十津川村を含む） 10,020世帯 14,881名 10,792世帯 16,058名 11,323世帯 16,712名合計 12,048世帯 17,734名 12,992世帯 19,139名 13,666世帯 20,004名「福祉行政報告例」低所得者の援護事 業 名 金 額 内 容千円 生活困窮者の最低生活を保障するための必要な保護の実施生 活 保 護 費 の 支 給 5,240,210 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度生活保護費（千円） 4,652,869 4,990,944 5,240,210住所不明者の援護事 業 名 金 額 内 容千円 住所不明の被保護者に係る市村支弁経費の1/4を補助生活保 護法第 7 3条 168,068 成 果 指 標 21年度 22年度 23年度県 費 負 担 金 生活保護法73条県負担金（千円） 168,408 156,604 168,068


